
　測量・建設コンサルタント等業務に係る競争入札に参加する資格の審査申請をします。　なお、この申請書及び添付書類は、事実と相違ないことを誓約いたします。また、申請書記載事項
に変更があった場合又は申請業種について廃業した場合は、遅滞なく書面により届出ます。
　また、高知県測量、建設コンサルタント等業務競争入札参加資格審査要綱第３条第４項各号に該当しないことを誓約いたします。
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